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中小企業の管理会計に関する一考察
水　野　一　郎
はじめに
　わが国における中小企業の会計については，2002年６月に中小企業庁から「中小企業の会計
に関する研究会報告書」が公表されて以来，各方面で注目され，同年12月に日本税理士会連合
会が「中小会社会計基準」を，翌年６月に日本公認会計士協会が「中小会社の会計のあり方に
関する研究報告」を提案してきた。そしてこれら３つの報告を統合するものとして「中小企業
の会計に関する指針」（以下「指針」と略す）が日本公認会計士協会・日本税理士会連合会・
日本商工会議所・企業会計基準委員会の４団体から2005年８月に公表された。その後この改正
が毎年のように繰り返され，現在では2015年４月21日に改正された平成27年版が公表されてい
る。しかしながらこの「指針」は「会社法上，『一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行』
（会社法431条）の一つとされたものの，その普及状況は決して芳しいものではなかった」（河
崎2012，25頁）。
　そのため中小企業庁と金融庁が共同事務局となって2011年に２月に「中小企業の会計に関す
る検討会」が設置され，同年３月に「中小企業の会計に関する検討会報告書」が公表されるに
至った。これらを受けて，「指針」が念頭に置かれている中小企業よりも規模が小さく，経理
要員も少なく，高度な会計処理が困難なより広範な中小企業の会計のために「中小企業の会計
に関する基本要領」（以下「要領」と略す）が2012年２月に提案され，日本税理士会連合会，
日本公認会計士協会をはじめ，中小企業庁，金融庁，日本商工会議所，その他中小企業関係金
融機関などが積極的にこの「要領」の推進を図っている。
　ここにわが国の中小企業の会計は「指針」と「要領」のダブルスタンダードになってくるの
であるが，中小企業の会計に深く関わってこられた万代勝信教授は，中小企業のなかでも中規
模企業には「指針」の利用，小規模企業には「要領」の利用を推奨され，そのような「棲み分
け」を提案されている（万代2012，39頁）。中小企業庁が「要領」の普及のために作成した冊
子『中小会計要領に取り組む事例65選』では「要領」は「指針」と比べて簡便な会計処理をす
ることが適当と考えられる中小企業を対象とし，「指針」は中小企業を対象としているものの，
とりわけ会計参与設置会社が対象となっていることを説明している（上記冊子７-８頁）。
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　こうした中小企業の会計をめぐる議論と「指針」が作成されてきた背景や経緯，そして「指
針」が多くの中小企業の実態とかけ離れていたことから「要領」が出来上がるまでの過程をフ
ォローしてみると，改めて中小企業の会計が経営管理のための会計すなわち管理会計でなけれ
ばならないことが明らかになってきた。「指針」のように制度会計からの影響が大きかったのは，
これまでの中小企業会計研究が主として財務会計の研究者によって担われてきたことも関係し
ていると思われるが，管理会計研究者からの積極的な取り組みが必要な時期にきているのでは
ないだろうか。
　中小企業の管理会計研究の意義は，会計の管理機能とは何か，経営に役立つ会計とは何か，
すなわち管理会計の本質的特徴とは何かを改めて問い直し，考え直す契機となるものである。
本稿は筆者にとって中小企業管理会計研究の最初の試みであり，そのためまず中小企業とは何
か，その定義と現状を明らかにしたうえで，管理会計の形成やその意義と役割を再考し，中小
企業の管理会計とは何かについて考察する。そしてその際に「要領」と1950年に経済安定本部
企業会計制度対策調査会報告として公表された『中小企業簿記要領』にも言及し，最後に中小
企業の管理会計研究の課題を提示することにしたい。
Ⅰ　中小企業とは何か
１　中小企業の定義
　中小企業の定義としては一般に中小企業基本法第２条第１項の規定に基づく「中小企業者」
をあげている。また小規模企業とは，同条第５項の規定に基づく「小規模企業者」を指してい
る。さらに中規模企業とは，「小規模企業者」以外の「中小企業者」をいうのである。「中小企
業者」，「小規模企業者」については，具体的には，図表１のように規定されている。なお法人
税法による定義では資本金１億円以下が中小企業とされている。
図表１　中小企業基本法の定義
中小企業者
うち
小規模事業者　※
業種 資本金　または　従業員 従業員
製造業
その他
３億円以下 300人以下 20人以下
卸売業 １億円以下 100人以下 ５人以下
サービス業 5,000万円以下 100人以下 ５人以下
小売業 5,000万円以下 50人以下 ５人以下
※ 中小企業庁によれば，個人事業者も含まれることをわかりやすく事業者
に伝えるため，「小規模企業」ではなく「小規模事業者」という
出所：2015年版中小企業白書 
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　またわが国の中小企業の企業数は385.3万者であり，これは全事業者数の99.7％を占めており，
従業者数では中小企業が3,217万人であり，全体の約７割を占めている（図表２参照）。すなわ
ち中小企業は，企業数ではいまなおわが国において圧倒的多数を占めており，従業者も大企業
の２倍以上で社会的には多くの雇用を担っているのである。
図表２　中小企業の企業と従業員数
企業数 従業者
大企業 1.1万者 1,397万人
中小企業 385.3万者 3,217万人
うち小規模事業者 334.3万者 1,192万人
出所：2015年版中小企業白書 
　なお帝国データバンクの「特別企画：長寿企業の実態調査」（2014）によれば，創業100年以
上の長寿企業は全国で２万7,335社存在し，そのうち年商規模別では「１億円未満」が１万
1,361社（構成比41.6％），「１～10億円未満」が１万940社（同40.0％）となっており，全体の
81.6％を年商10億円未満の中小・中堅企業が占めている。また資本金規模別では1000万円未満
が9,588社（構成比35.1％），1000万～5000万円未満が14,144社（同51.7％）であり，全体の86.8
％を中小・中堅企業が占めているのである１）。中小企業を研究対象とする場合，こうした長寿
企業の経営システムや会計がどのように経営管理に役立てられてきたかを調査・研究すること
も重要であり，別の機会にあらためて取り上げてみたい。
２　中小企業の近年の経営状況
（１）企業規模別売上高経常利益率
　次に『2015年版中小企業白書』によりながら中小企業の経営状況を大企業と比較しながら概
観しておきたい（図表３参照）。まず収益性の代表的な指標である売上高経常利益率を企業規
模別に全産業で見ると大企業の売上高経常利益率は中規模企業・小規模企業よりも高い水準に
あり，その差は2000年代に大きく拡大している。これは大企業の売上高経常利益率が2000年代
に大きく伸びたことによるものだが，同時に中規模企業・小規模企業の売上高経常利益率も伸
びていることが確認できる。中規模企業・小規模企業の売上高経常利益率について，2010年以
降の平均と2000年代の平均を比較すると，こちらも大きく伸びていることが分かる。
１）なお長寿企業の調査はいくつかあるが，後藤俊夫教授によれば2011年現在で創業100年以上の企業は全国
で52,000社と推定され，このうち200年を超える企業は3,937社であり，300年超は1,938社，500年超は147社，
1,000年超が21社だそうである。また200年超企業の3,937社は世界で第１位であり，世界の44.6％を占めてい
る。ちなみに第２位はドイツで1,850社，第３位は英国467社，第４位はフランス376社，となっている（加
藤2012）。
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　業種別に見ると，製造業では，1980年以降，大企業と中規模企業・小規模企業の売上高経常
利益率の差はほぼ一定の割合で拡大を続けているが，2010年以降では，小規模企業で売上高経
常利益率の伸びが大企業と比べて相対的に高くなっており，これにより大企業との差が縮まっ
ている。
　非製造業では，2000年代以降，大企業の売上高経常利益率が大きく伸びているが，大企業と
中規模企業・小規模企業の売上高経常利益率の格差がかなり拡大している。ただし，中規模企
業・小規模企業の売上高経常利益率も2000年代以降，上昇基調にはなっている。
　こうした大企業と中規模企業・小規模企業の売上高経常利益率の差の広がりは，中規模企業・
小規模企業全体の収益が低収益の中規模企業・小規模企業の収益悪化によって下押しされたこ
とによって生じた可能性もある。企業の売上高経常利益率を規模間で比較する際は，単純に規
模ごとの平均値で比較するだけではなく，同一規模内における売上高経常利益率の比較も合わ
せて行うことで，初めて企業規模間の売上高経常利益率の特徴が見えてくるといえる。
　この他，『2015年版中小企業白書』には企業規模別の売上高，売上高固定費比率，売上高変
動費比率の分析もなされているが，ここでは割愛しておきたい。
図表３　企業規模別に見た売上高経常利益率
27中小企業の管理会計に関する一考察（水野）
（２）同一企業規模内における売上高経常利益率の比較
　『2015年版中小企業白書』ではさらに，同一企業規模内における企業の収益力の比較分析を
実施しており，ここではその特徴を見ておきたい。同一企業規模内で売上高経常利益率が上位
25％の企業（以下「高収益企業」という）と下位25％の企業（以下「低収益企業」という）の
売上高経常利益率の平均を比較すると，どの規模で見ても全産業でその差が拡大傾向にあるこ
とが分かる（図表４参照）。また，低収益企業における大企業と中規模企業・小規模企業を比
べると，大企業が底堅く推移しているのに対して中規模企業は悪化し，とくに小規模企業は収
益性が大きく悪化している。
　これに対して，高収益企業においては，大企業，中規模企業・小規模企業ともに同様に高水
準で推移しており，全体の平均値で見た際に観察される大企業と中規模企業・小規模企業の売
上高経常利益率の差の拡大は，低収益の中規模企業・小規模企業の収益悪化によって生じてい
る面もあるものと考えられる。業種別に見ても，全産業と同様の傾向が確認されるが，製造業
における高収益企業を見ると，小規模企業の売上高経常利益率が2000年代後半以降，大企業の
利益率を上回っている点が特徴的である。
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（３）収益力別に見た中小企業の労働生産性
　『2015年版中小企業白書』では興味深いことに収益力別に見た中小企業の労働生産性を分析
している。高収益企業と低収益企業の労働生産性を，1983年を100とした指数で見てみると，
図表４　同一企業規模間における売上高経常利益率の比較
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全産業では1980年代は高収益企業も低収益企業も同様に上昇していたが，1990年代に入り，高
収益の中規模企業では引き続き上昇する一方，高収益の小規模企業では低下に転じ，2000年代
に入り再び上昇傾向となった（図表５参照）。低収益企業においては1990年代以降低下傾向が
続いているが，小規模企業においては2000年代後半以降上昇に転じている。この結果，高収益
企業と低収益企業の間の労働生産性の伸びの差は，1990年代以降に広がりを見せ，2010年以降
も大きな格差が生じている。この格差については様々な要因が考えられるが，一般的にはバブ
ル崩壊後の長期にわたる経済停滞，円高など経済環境に対応できた企業とできなかった企業の
差であると思われるが，興味深い事実であり，中小企業を研究するうえでの今後の研究課題と
なる。
　業種別に見ると，製造業では，1980年代は高収益企業も低収益企業も同様に上昇していたが，
1990年代に入り，高収益の中規模企業では引き続き上昇する一方，高収益の小規模企業では低
下に転じ，2000年代に入り再び上昇傾向となった。2000年代後半以降は高収益の中規模企業，
小規模企業とも労働生産性の上昇が伸び悩んでいる。他方，低収益企業においては1990年代以
降低下傾向が続いているが，小規模企業においては2000年代後半以降上昇に転じている。この
結果，高収益企業と低収益企業の間の労働生産性の伸びの差は，1990年代以降に広がりを見せ，
2010年以降も依然として大きな格差がみられる。また非製造業では，1980年代は高収益企業も
低収益企業も同様に上昇していたが，1990年代に入り，高収益の中規模企業では引き続き上昇
する一方，高収益の小規模企業では低下に転じ，2000年代に入り再び上昇傾向となった。他方，
低収益企業においては1990年代以降低下傾向が続いている。ここでも製造業と同様に高収益企
業と低収益企業の間の労働生産性の伸びの違いがみられるが，非製造業ではその格差が製造業
以上に大きくなっている。
（３）大企業と中小企業・小規模事業者の間の取引構造の変容
　『2015年版中小企業白書』はここでも興味深い考え方を提示している。製造業における大企
業と中小企業・小規模事業者の取引関係を考えてみると，従来から，大企業と中小企業・小規
模事業者との間は，「系列」構造に代表される下請取引構造が存在し，大企業の下請を行う中
小企業・小規模事業者は，単工程の受託加工を中心とした生産活動を行っていた。そして，こ
のような強固な産業構造に組み込まれた中小企業・小規模事業者は，発注スペックに従い納期
とコストを遵守して加工するというビジネスモデルの中で，技術やノウハウを磨いてきた。
　また，こうした企業には，独自の営業活動が不要で，広告宣伝等の販売促進活動に経営資源
を注力しなくてもよいといったメリットがあった。しかし，グローバル化の進展，不況の長期
化等を背景とした，大企業の海外生産移転の進展，業績悪化等により，大企業側から見て強固
な下請構造を維持していくメリットや体力が失われ，下請企業から見ても下請であるメリット
は失われてきた。この結果，大企業と中小企業・小規模事業者の間の取引関係が希薄化してい
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図表５　中小企業間における収益力の違いと労働生産性
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ったと考えられる（図表６参照）。
　図表６は，下請関係にある取引に関して，委託した事業者を親事業者，受託した事業者を下
請事業者とし，下請事業者における取引額が最も大きい親事業者への売上の依存度を示したも
のである。リーマン・ショック発生直後の2009年には，取引額の最も大きい親事業者への依存
度が一時的に急上昇しているものの，1991年に依存度が30％を超えている中小企業・小規模事
業者は77.0％であったが，2013年には61.0％に減少している。このような傾向が一層進んでい
くのかどうかは難しいところであるが，日本的な特徴だった組織間管理会計にもいずれ影響が
出てくるであろう。
図表６　企業の取引構造の変容
Ⅱ　管理会計とは何か
１　管理会計の成立
　管理会計は，アメリカにおいて科学的管理運動の発展を背景に，それまでに開発されてきた
標準原価計算，予算統制，財務諸表分析などの管理的会計諸技法を総合・体系化することによ
って，ほぼ1920年代に成立したとされている。アメリカ会計学会（American Accounting 
Association，以下AAAと略す）の1958年度「管理会計委員会」報告（以下「1958年報告」と
略す）は，当時の日本において権威あるものとして大きな影響を与えた報告である。この報告
は，その序文で明らかにされているように管理会計の本質，意義，適用態様の解明を目的とし
たものであり，「いわば『管理会計とは何か』に応えることをみずからの課題とした」（津曲
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1979，４頁）ものであった。
　「1958年報告」では「管理会計は，その言葉のいかなる意味においても新しいものではない。
管理会計は，いわゆる科学的管理法の発展と，今日あるような財務会計の全般的機構にその発
端がある，多数のよく知られた概念・技術および手続の総体であることを強調したものである」
としていた。もちろんこうした管理会計の成立の時期は，管理会計をいかに理解するかによっ
て異なってくる。すなわち会計が本来的にもつ管理機能をも管理会計に含めて理解すれば，あ
るいは原価計算ないし工業会計の端緒的な形態をもそれに含めて理解すれば，複式簿記の成立
やそれ以前の時代にまで遡ることになるであろう。
　上記「1958年報告」においても「歴史の示すところによると，会計はその発生当時やその初
期の発展過程においてはもっぱら経営管理志向（management oriented）であった。会計の基
本目的は，ジョイント・ベンチャーの資産，負債そして成果を説明するための経営管理者の必
要性を満たすことに向けられていた。したがって，会計の初期の歴史は，外部的な要求よりも
むしろ経営管理者の内部的必要性を満足させることを目的として発展したことをあらわしてい
る」と述べられている。
　もちろん標準原価計算や予算統制を基軸とするいわば近代的な管理会計を対象とする限り，
多くの論者が指摘するように1920年代に管理会計が制度的に成立したとするのが妥当である
が，中小企業の管理会計を考える場合，会計のもつ管理機能をも管理会計として認識し，注目
しておくことは重要であり，上記の報告の指摘も再評価しておく必要がある。
２　管理会計の定義
　管理会計とは何かということで前節では管理会計の成立について触れてきたが，ここではそ
れを受けて管理会計の定義について吟味しておきたい。
　定義とは一般に「概念の内容を限定すること」（『広辞苑』1955）であるが，それは，けっし
て絶対的で固定的なものではなく，研究の進歩や研究対象自体の発展によって豊かにされるも
のである。したがって，定義とは，いわば研究の出発点であり，かつ研究成果の総括となるも
のであろう。かつて管理会計の定義について，津曲直躬教授は「それは，『管理会計とはなにか』
という根源的な問いに対して，論者が示した簡潔な解答とみることもできる」と述べていた（津
曲1979，３頁）。管理会計の定義として最も大きな影響をあたえ，多くの研究者がそれぞれの
管理会計を定義づける出発点として引用されてきたのが，前掲の「1958年報告」の次の定義で
ある。
　「管理会計とは，経済実体の歴史的および計画的な経済的データを処理するにあたって，経
営管理者が合理的な経済目的の達成計画を設定し，またこれらの諸目的を達成するために知的
な意思決定を行うのを援助するため，適切な技術と概念を適用することである」。この定義は，
1996年のASOBATや1969年の経営意思決定モデル委員会報告書などのAAAの報告書以外にも
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管理会計に関する多くの文献，著書で引用され，またアメリカだけでなくわが国でも「現在に
おける管理会計の意義は，おおむねこれによってよいと思う」（青木1976，６頁）あるいは「現
在では最も権威ある定義」（西澤1980，７頁）といわれるように高い評価を受けていたもので
ある。
　しかしながら，この定義は，きわめて「包括的」であり，また「多分に茫漠として」いるた
め，論者によるいろいろな解釈の余地を残すものとなっている（津曲1979，４頁）。周知のよ
うにASOBATは，会計を情報システムとしてとらえる見地からこの定義を積極的に検討し，
説明しているが，その解釈は「現時点における標準的な解釈」として尊重されている。したが
って，われわれもまた，ASOBATによる解釈を要約し，それを参考にしながら，「1958年報告」
の定義を検討してみたい（水野1990，９-10頁）。
①「歴史的および計画的」とは。
　管理会計は歴史的データおよび計画を含んでいる。計画を管理会計の範囲に含めることは基
本的な事項であるが，これによって管理会計と財務会計とを区別することにはならない。
②「経済的データ」とは。
　管理会計では，多くの場合，財務的ないし貨幣的表現形式で経済的数値が取り扱われるが，
作業場の段階では貨幣に換算しない物量表示によるほうが有利なことや各種の計画モデルでは
非財務的データが重要なことが，往々にしてある。したがって，管理会計では，それらを含め
た最も広義な経済的データの処理が必要とされる。
③「経営管理者への援助」とは。
　経営意思決定のための情報の提供およびその履行の監視が，管理会計の役割である。その際，
会計の情報提供機能と経営管理者の意思決定機能とを区別することが重要である。これら両機
能は，しだいに相互間連を深めてきているが，目的，範囲，責任の点では基本的に異なってい
るのである。なお，管理会計の役立ちと管理会計担当者の技能を完全に利用するためには，会
計担当者を経営管理者の組織に不可欠の一員として参加させることが必要である。
④「合理的な経済目的の達成計画を設定し，またこれらの諸目的を達成するために知的な意思
決定を行う」とは。
　これは，管理会計が役立つ経営管理機能を表現したものであって，そこにはつぎの３つの意
味が含まれている。
　（ａ）管理会計は，計画設定と目標達成のための意思決定に役立つだけでなく，目標の設定
および目標それ自体の合理性をも評価する。
　（ｂ）目標が経済的なものであるか否かにかかわらず，経済的考慮は，目標達成を志向する
ほとんどの組織体の活動のなかにもともと備わっている。管理会計は，非経済的目的・目標の
樹立および達成にも役立つ。
　（Ｃ）目的の達成は，計画設定のみならず，その実施および統制をも含んでいる。
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⑤「適切な技術と概念の適用」とは。
　これは，管理会計の機能領域になんらの制限をも加えられるものではなく，経営管理者が必
要とする情報について応える任務を管理会計が負っていることを意味している。経営管理者の
範囲は広範にわたり，情報に対する要求も広範であるので，管理会計担当者は，会計技術や経
済学はもちろん行動科学や経営科学の分野にまで足を踏み入れなければならない。またいかな
る場合にも，会計担当者は生のままの資料を提供する単なる受動的な供給者であってはならな
い。
　近年管理会計の領域がさらに拡大し，原価企画，BSCそしてマネジメント・コントロール・
システムが管理会計で議論されるにつれて，管理会計の定義とその内容，領域が難しくなって
きているが，ここで青柳文司教授の次のような見解が我々には参考となるであろう。「しいて
いえば，会計担当者の整備能力の範囲内にある管理計算が管理会計である，というしかない」（青
柳1976，50頁）。
Ⅲ　中小企業の管理会計と「要領」
１　中小企業管理会計
　さて前章で管理会計とは何か，ということでその成立と定義などをみてきたが，それでは中
小企業の管理会計をどのように捉えればよいのだろうか。かつて辻厚生教授は「事象，本質の
究明は，その完成された姿態の観察よりもむしろ単純かつ素朴な本源的形態に遡り，その生成
過程の史的分析によって核心にふれることができる」（辻1977,３頁）と述べておられたが，生
成したばかりの小規模企業を含む中小企業の管理会計は，会計の経営管理的利用に注目すれば，
それは管理会計の単純かつ素朴な本源的形態として理解することができる。すなわち管理会計
の本質を究明する手がかりを得ることができるのではないだろうか。中小企業の管理会計研究
は，管理会計とは何かを改めて問い直すことにもなるのである。
　1920年代に成立したとされる近代管理会計は科学的管理法を背景に標準原価計算，予算統制，
経営分析，損益分岐点分析，直接原価計算から差額収益分析，資本予算，そして原価企画，
ABCやBSCなど様々管理技法と理論を発展させてきた。しかしながら管理会計の本質的なと
ころを端的にあらわせば，管理会計がmanagement accounting，managerial accountingある
いはaccounting for managementと呼ばれてきたように，経営者あるいは経営管理のための会
計が管理会計であり，それは企業目的遂行のための会計であり，目的に対する手段の役割を担
うものである。岡本清教授は，原価計算とは何かを説明する場合，「原価計算は，経営管理者
の経営管理用具（a tool of management）である」と説明した方がはるかによく，その本質を
言い表すことになると述べておられるが（岡本1994，１頁），管理会計もまさにそのように考
えることができる。とくに中小企業の管理会計を検討する場合には用いられている管理会計技
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法だけではなく，簿記・会計がどのように経営管理のために活用されているかを考察する必要
がある。
　また中小企業の管理会計にはいろいろな問題を抱えているが，本橋教授は問題点を整理され
て次の４点をあげておられる（本橋2015，55頁）。①経営資源（人，金，物）が十分ではなく，
そのため特に資金繰り・資金管理に余裕がない。②予算管理などの月次ないし四半期の短いサ
イクルでの業績管理の仕組みが不十分である。③正確な売上高や仕入高，売上原価などの管理
がきちんと行われていない。④部門別業績管理が十分に行われていない。
２　「要領」の意義と内容
　「要領」は，「要領」の目的や適用対象などを記述したⅠ総論と各種の会計処理手続きを説
明したⅡ各論，そして財務諸表などの様式を示したⅢ様式集，から構成されている。本稿では
「要領」の意義や目的，特徴を理解するために総論のみを取り上げることにする。
　まず「要領」の目的であるが，「要領」は，「中小企業の多様な実態に配慮し，その成長に資
するため，中小企業が会社法上の計算書類等を作成する際に，参照するための会計処理や注記
等を示すものである」として，「計算書類等の開示先や経理体制等の観点から，「指針」と比べ
て簡便な会計処理をすることが適当と考えられる中小企業を対象に，その実態に即した会計処
理のあり方を取りまとめるべきとの意見を踏まえ」以下のような考えに立って作成されたもの
である。すなわち「・中小企業の経営者が活用しようと思えるよう，理解しやすく，自社の経
営状況の把握に役立つ会計，・中小企業の利害関係者（金融機関，取引先，株主等）への情報
提供に資する会計，・中小企業の実務における会計慣行を十分考慮し，会計と税制の調和を図
った上で，会社計算規則に準拠した会計，・計算書類等の作成負担は最小限に留め，中小企業
に過重な負担を課さない会計」である。
　また「要領」の利用が想定される会社として，「金融商品取引法の規制の適用対象会社」と「会
社法上の会計監査人設置会社」を除く株式会社が想定されており，「特例有限会社，合名会社，
合資会社又は合同会社について」は「要領」を利用することができるとしている。そして「要
領」の利用が想定される会社においても，金融商品取引法における一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準や「指針」に基づいて計算書類等を作成することを妨げないとも述べている。
ここで中小企業の会計はダブルスタンダードを容認することになっている。
　さらに「要領」により複数の会計処理の方法が認められている場合には，企業の実態等に応
じて，適切な会計処理の方法を選択して適用することが可能とされているが，会計処理の方法
は，毎期継続して同じ方法を適用する必要があり，これを変更するに当たっては，合理的な理
由を必要とし，変更した旨，その理由及び影響の内容を注記することが要請されている。国際
会計基準との関係が議論されてきたが，「要領」では「安定的に継続利用可能なものとする観
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点から，国際会計基準の影響を受けないものとする」と明記されることになった。このように
国際会計基準からの影響を排除することを明確にしたことは「要領」の性格を考える上で極め
て重要な決断である。なお記帳の重要性については「要領」でも「経営者が自社の経営状況を
適切に把握するために記帳が重要」であり，「記帳は，すべての取引につき，正規の簿記の原
則に従って行い，適時に，整然かつ明瞭に，正確かつ網羅的に会計帳簿を作成しなければなら
ない」としている。
　そして最後に「要領」の利用上の留意事項として，上記の事項に加えて企業会計原則の「真
実性の原則」，「資本取引と損益取引の区分の原則」，「明瞭性の原則」，「保守主義の原則」，「単
一性の原則」，「重要性の原則」の６つの原則をあげている。
　このように「要領」が，①中小企業の経営者が活用できるように，理解し易く，自社の経営
状況の把握に役立つ会計として，②中小企業の利害関係者（金融機関，取引先，株主等）への
情報提供に資する会計として，③中小企業の実務における会計慣行を十分考慮し，会計と税制
の調和を図った上での会計として，④計算書類等の作成負担を最小限に留め，中小企業に過重
な負担を課さない会計として，構築されることをめざしたことは中小企業の実態に即した適切
なものだといえるだろう。また同時に中小企業の経営者のための会計つまり管理会計としても
理解できるものである。
　かねてから筆者は，「管理会計は，①調査・診断のための会計，②業績管理会計，③意思決
定会計，④私会計としての財務会計ないし外部報告会計つまりパブリック・リレーションズの
ための会計，として体系づけて整序されることが必要であろう」（水野1990，17頁）と主張し
てきているのだが，中小企業の管理会計もフレームワークとしては同様である。「自社の経営
状況の把握に役立つ会計」とは「①調査・診断のための会計」に相当するものであり，「要領」
に入っていないが中小企業でも実施されている予算管理などが②業績管理会計であり，中小企
業では明示的ではない受注の可否などの意思決定，設備投資の採算計算などが③意思決定会計
になるのである。④私会計としての財務会計ないし外部報告会計とは税務当局を対象とする税
務会計であり，金融機関を対象とする資金調達会計などがここに入ってくるのである。両者と
も中小企業にとっては重要な会計であり，「私会計の理念，経営者の意図を貫徹しようとする」
（青柳1976，46頁）外部報告会計であり，管理会計なのである。
３　経済安定本部企業会計制度対策調査会報告（1950）『中小企業簿記要領』の意義
　「指針」から「要領」にいたる議論の中で注目されているのが，1950年に当時の経済安定本
部企業会計制度対策調査会が公表した『中小企業簿記要領』（以下「簿記要領」と略す）である。
河崎照行教授は「『中小企業の会計』に関する今日の問題意識」は，この「簿記要領」に「そ
の萌芽がみられる」（河崎2009，７頁）と述べ，「そこで取り上げられていた中小企業に対する
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問題意識と中小企業の企業属性に即した簿記の必要性の議論は，今日の『中小企業の会計』を
めぐる問題意識や議論と本質的に異なることはない」（河崎2009，10頁）と評価している。そ
こでこの「簿記要領」の特徴と歴史的意義をここで確認しておきたい。
　「簿記要領」は，その目的や一般原則，特徴を述べた序章，および現金収支の記帳から決算
までの会計処理を説明した第１章から11章から構成されている。
　序章ではまず「簿記要領」の目的として次のように述べている。「この要領は，法人以外の
中小商工業者のよるべき簿記の一般的基準を示すものであって中小商工業者がこれを基準し，
その実情に応じて記帳方法，帳簿組織を改善合理化し，以て，（１）正確なる所得を自ら計算
し課税の合理化に資すること，（２）融資に際し事業経理の内容を明かすことによって中小企
業金融の円滑化に資すること，（３）事業の財政状態及び経営成績を自ら知り，経理計数を通
じて事業経営の合理化を可能ならしめること」である。この「簿記要領」はシャープ税制と青
色申告との関係で作成されてきたのだが，「簿記要領」は中小企業の管理会計を発展させる契
機にもなったのである。目的の第１は正確な課税所得の計算であるが，これは中小企業経営者
の税務計画と税務政策に関心を高め，管理会計としての税務会計を発展させてきた。また第２
の中小企業金融の円滑化では中小企業経営者が金融機関への事業と財務内容の開示にとどまる
ものではなく，そこには金融機関対策の資金調達のための管理会計が発展してくるのである。
これらの２つは「私会計としての財務会計ないし外部報告会計」としての管理会計であり，目
的の第３は事業の財政状態及び経営成績を中小企業の経営者が自ら知り，経理計数を通じて事
業経営の合理化を図る本来の企業内部の管理会計であり，財務諸表の的確な理解から財務諸表
の分析，利益計画，予算管理などへと発展してくるのであり，このように理解ができるのであ
る。
　また中小企業簿記が従わなければならない一般原則として７つの原則をあげていた。
①「簿記は，事業の資産，負債及び資本の増減に関するすべての取引につき，正規の簿記の原
則に従って正確な会計情報を作成するものでなければならない。」これは企業会計原則と共通
の正規の簿記の原則であるが，次の真実性の原則の前におかれているのは興味深いところであ
り，正規の簿記の原則は帳簿記入のより基本的な前提となる原則だからであろう。
②「簿記は，事業の財政状態及び経営成績に関して真実な報告を提供するものでなければなら
ない。」これは企業会計原則と共通の真実性の原則である。
③「簿記は，財務諸表により，利害関係人に対して必要な会計事実を明瞭に表示し，事業の状
況に関する判断を誤らせないようにしなければならない。」これは企業会計原則と共通の明瞭
性の原則である。
④「簿記は事業に関する取引を明瞭に記録するものとし，家計と区別して整理しなければなら
ない。」これは家計と密接に繋がっている中小企業の会計にとって，事業の会計と家計の会計
を区分する重要な原則である。零細な事業者ほどこの点が曖昧になっている。
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⑤「簿記は，一たん定めた会計処理の方法を継続して適用し，みだりに変更してはならない。」
これは企業会計原則と共通の継続性の原則である。
⑥「仕入，売上等重要なる費用及び収益は，その支出及び収入にもとづいて計上し，その発生
した期間に正しく割当てられるように処理しなければならない。」これは企業会計原則と共通
の発生主義の原則である。
⑦「簿記は前各号の要請をみたす限り，会計処理の方法及び帳簿組織をできるだけ簡単平易な
らしめ，記帳の能率化，記帳負担の軽減をはからなければならない。」この最後の原則は中小
企業の会計を考えるうえで，中小企業の実態を踏まえた大変重要な一般原則である。①から⑥
までの諸原則と簡単平易な帳簿組織，記帳の能率化，記帳負担の軽減を図ることは中小企業会
計の基本的な課題である。
　そしてこの「簿記要領」の特徴として上記の一般原則に基づき，中小商工業者の記帳の実情
を深く考慮して定めたものであっておおむね次の点を特徴として挙げている。
①記帳者が複式簿記の知識なくして容易に記帳できるように，通常の複式簿記の採用する手続，
とくにすべての取引を勘定の借方貸方に仕訳すること並びに総勘定元帳に転記することを省略
する。
②原則として現金出納帳を中軸として他の関係帳簿との間に複記の組織を確立し，現金収支を
基礎として記帳の照合試算を可能ならしめ，以て複式簿記の原理とその効果を実現する。
③簡単な業種においては，現金出納帳の多桁方式を発展せしめた日計表の方式を採用し，これ
に若干の補助明細簿を配することによって，完全な記帳を行うことができるものとする。
④帳簿組織全体として，たんに現金収支だけではなく資産，負債及び資本に関するすべての取
引を記帳し，決算諸表を作成しうるごとき体系的帳簿組織とする。
⑤帳簿の記入は，証憑書類又は伝票その他の原始記録に基づいて正確に行われ，帳簿の記入の
真実なることがこれも原始記録によって確証されうるものとする。
　このように記帳者が複式簿記の知識なくして容易に記帳できるようにしながら，複式簿記の
原理とその効果を実現させるような帳簿組織を提案したこの「簿記要領」の特徴は，当時の中
小企業の実態を配慮したきわめて重要で画期的なものといえるだろう。
むすびにかえて─中小企業の管理会計の課題─
　以上本稿では中小企業の管理会計に関する一考察と題したように，中小企業と管理会計をキ
ーワードに論じてきた。まず中小企業とは何か，その定義と現状については中小企業白書を中
心に明らかにしてきた。つぎに管理会計については，近代管理会計の形成やその意義と役割を
再考し，中小企業の管理会計とは何かについて考究してきた。その際には「要領」と1950年に
経済安定本部企業会計制度対策調査会報告として公表された「簿記要領」にも言及してきた。
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中小企業の管理会計は，会計の経営管理的利用として管理会計の単純かつ素朴な本源的形態と
して理解することができ，管理会計の本質を究明する手がかりを得ることができる。中小企業
の管理会計研究は，管理会計とは何かを改めて問い直すことにもなるのである。ここに中小企
業の管理研究の重要な意義があると考えられる。本稿は中小企業の管理会計研究の出発点に過
ぎないが，今後の課題として以下の点を最後に提示しておきたい。
　第１の課題は中小企業の管理会計についての実態調査である。これにはアンケート調査とイ
ンタビュー調査，さらにアクションリサーチや参与観察なども含まれる。わが国の中小企業の
規定はあまりにも広く規模や業種ごとに調査をしていくことが要請される。すでに部分的では
あるが，飛田（2015）澤邉（2015）などの精力的な調査が実施されているし，吉川（2015），
稲垣（2010）の中小企業の再生に関わる管理会計についての先駆的な研究も展開されている。
中小企業でのインタビュー調査では管理会計の一般的テキストでは出てこないような独特の概
念や表面化しない会計の管理的利用が存在しており，これらを顕在化させ，「見える化」させ
ることが重要である。飛田（2015）が紹介されている佐賀県内の金型メーカーの付加価値に近
い概念である「がんばり益」と「がんばり給」という概念の活用も興味深いものである。
　第２は中小企業の管理会計研究にとって避けることができないのが税理士・会計士などの会
計事務所の役割である。会計事務所と中小企業との関わり方も千差万別であり，年度末の申告
納税業務や単なる企業の記帳代行から利益計画，予算管理，標準原価計算，さらにはBSCまで
を指導する会計事務所が存在している。中小企業への会計事務所の関わり方の実態調査と中小
企業管理会計にとっての会計事務所の役割についての研究が必要である。これらについては日
本税理士会連合会，中小企業庁などの調査も大変参考になる。
　第３は上記と関係するのであるが，中小企業と金融機関との関係である。金融機関が中小企
業と密接に関わる中で銀行員を企業に出向させ，事業計画や資金計画を共同で作成する過程で
管理会計のアドバイスなどが行われている。とくに地域金融機関である地方銀行，信用金庫や
信用組合がどのように関わっているのか，そこでの経営指導が中小企業の管理会計にどのよう
に反映しているのかを調査することも必要である。
　第４は特定の企業の生成から発展までの管理会計の役割とその変化を辿りつつ，そこにおけ
る管理会計の展開を調査研究することである。周知の様に京セラは零細な中小企業から世界的
な企業に発展してきた会社であるが，その管理会計は中小企業の管理会計の特徴を色濃く残し
ている。創業者の稲盛和夫名誉会長が著書（稲盛1998）で明らかにしているように標準原価計
算と予算制度は実施しておらず，棚卸資産の評価は売価還元原価法を採用している。京セラ管
理会計の根幹は時間当り採算制度であり，時間当り付加価値指標が業績評価の最も重要な計数
となっている。この京セラの管理会計については筆者を含めてすでに多くの研究者が取り上げ
てきている。ただこの時間当り採算制度も初期のものから少しずつ変化してきており，この歴
史的な変遷は潮（2013）に詳しく紹介されている。
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